
建築物の高さに関する制限として、

（１）建築物の各部分の高さの制限（いわゆる斜線制限）

（２）低層住居専用地域内における建築物の高さの制限（いわゆる絶対高さの制限）

（３）日影規制

（４）特例容積率適用地区

があります。（４）については、資料６を参照してください。

（１）斜線制限

① 道路斜線制限（建築基準法第５６条第１項第１号・別表）

第１種低層住居専用・第２種低層住居専用・第１種中高層住居専用・第２種中高層住居専用・第１種住居・

第２種住居・準住居の各地域内の建築物の各部分の高さは、前面道路の反対側の境界線までの水平距離の１．２５

倍以下に、その他の地域では、１．５倍以下に、制限されます（但し、用途無指定区域は、１．２５又は１．５）。

道路斜線制限の適用範囲は、用途地域の別及び容積率の限度に応じて、敷地の接する道路の反対側の境界線

からの範囲に限られます（表１）。
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表１ 道路斜線による建築物の各部の高さの制限

地 域
容積率ごとの前面道路の反対側の境界

線からの水平距離の適用範囲〈A〉
高 さ の 限 度 （m）

第１種低層住居専用地域（＊１）

第２種低層住居専用地域（＊１）

第１種中高層住居専用地域（＊２）

第２種中高層住居専用地域（＊２）

第１種住居地域（＊２）

第２種住居地域（＊２）

準住居地域（＊２）

２００％以下 …………………２０mまで

２００％超３００％以下 ……２５（２０m）まで

３００％超４００％以下……３０m（２５m）まで

４００％超……………３５m（３０m）まで

（＊２）特定行政庁指定区域について

は（ ）内の値

前面道路の

反対側まで

の水平距離

※

×１．２５（m）

（１．５）

（＊１）１種・２種低層住専地域について

は、１０m又は１２m以下

（＊２）特定行政庁指定区域については

（ ）内の値

近隣商業地域

商業地域

４００％以下……２０mまで

４００％超６００％以下…………２５mまで

６００％超８００％以下…………３０mまで

８００％超１０００％以下 ………３５mまで

１０００％超１１００％以下………４０mまで

１１００％超１２０００％以下 ……４５mまで

１２００％超……………………５０mまで

前面道路の

反対側まで

の水平距離

※

×１．５（m）

準工業地域・工業地域

工業専用地域

２００％以下 …………………２０mまで

２００％超３００％以下…………２５mまで

３００％超４００％以下…………３０mまで

４００％超 ……………………３５mまで

前面道路の

反対側まで

の水平距離

※

×１．５（m）

高層住居誘導地区

（住宅部分の床面積が延床面積の

３分の２以上のもの）

３５mまで

前面道路の

反対側まで

の水平距離

※

×１．５（m）

用途地域の指定のない区域

２００％以下 …………………２０mまで

２００％超３００％以下…………２５mまで

３００％超～ …………………３０mまで

前面道路の

反対側まで

の水平距離

※

×１．２５

又は１．５（m）

※ 前面道路の境界線から後退した建築物の部分の場合は、前面道路の反対側までの水平距離について、後退した距離

分だけ反対側の境界線を外側に延長します。
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境界線より後退しない場合 

適用距離〈Ａ〉 

1.0
1.25 
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1.5

道路 

境界 境界 

建築できる 
　　　範囲 

境界線より後退した場合 

適用距離 

1.0
1.25 
又は 
1.5

道路 

境界 境界 

建築できる 
　　　範囲 

1.0
1.25 
又は 
2.5
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又は 
31ｍ 

隣地境界線から後退しない場合 

建
築
で
き
る
範
囲 

△ 
隣地境界線 

△ 
隣地境界線 

20ｍ 
又は 
31ｍ 

隣地境界線から後退する場合 

最小の水平距離 

② 隣地斜線制限（建築基準法第５６条第１項第２号）〔H１４．７改正〕

第１種中高層住居専用・第２種中高層住居専用・第１種住居・第２種住居・準住居の各地域内の建築物の各

部分の高さは、その部分から隣地境界線までの水平距離の１．２５倍に２０mを加えたもの以下に、また、その他の

地域（第１種低層住居専用・第２種低層住居専用を除く）では、２．５倍に３１mを加えたもの以下に制限されま

す。但し、用途無指定区域では、１．２５（＋２０）又は２．５（＋３１）のうちから定められます。第１種低層住居専用・

第２種低層住居専用地域には１０m又は１２mの高さ制限があるから、隣地斜線制限は不適用。

（

（

（
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表２ 隣地斜線による建築物の各部の高さの制限

用 途 地 域 高 さ の 限 度（m）

第１種中高層住居専用地域

第２種中高層住居専用地域

第１種住居地域

第２種住居地域

準住居地域

外壁から隣地

境界線までの

水平距離

＋

各部から隣地

境界線までの

水平距離

× １．２５＋２０（m）

（２．５＋３１）

＊左の地域のうち特定行政庁指定区域については（ ）内の値

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

外壁から隣地

境界線までの

水平距離

＋

各部から隣地

境界線までの

水平距離

× ２．５＋３１（m）

＊左の地域のうち特定行政庁指定区域については制限なし

用途地域の指定のない区域

外壁から隣地

境界線までの

水平距離

＋

各部から隣地

境界線までの

水平距離

×

１．２５＋２０（m）

又は

２．５＋３１（m）
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き
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前面 
道路 

北 北 

■ 特定行政庁指定区域内における斜線制限の適用数値の図解

③ 北側斜線制限（法第５６条第１項第３号）

第１種低層住居専用・第２種低層住居専用の各地域内の建築物の各部分の高さは、その部分から前面道路の

反対側境界線又は隣地境界線までの真北方向の水平距離の１．２５倍に５m（第１種中高層住居専用地域・第２種

中高層住居専用地域内では１０m）を加えたもの以下に制限されます。

但し、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域で日影による中高層の建築物の高さの制限が

ある場合には北側斜線制限の適用はありません。

④ 採光等の確保による斜線制限不適用（第５６条第７項）〔H１４．７改正〕

斜線制限により確保される採光等と同程度以上の採光等を確保するものとして一定の基準（天空率による計

算※）に適合する建築物については、当該制限を適用しない。

※ 「天空」とは、地上から空を見上げたとき、建物等によって遮られない空の広がりです。

「天空率」とは、ある建物を建てようとする場合、道路の反対側（隣地）から空を見上げたとき、その建

物による天空の程度を示した値です。

（２）絶対高さ制限（法第５５条）
第１種低層住居専用地域又は第２種低層住居専用地域においては、建築物の高さは１０m又は１２mのうち都市計

画で定めた高さの限度を超えてはなりません（第１項）。

但し都市計画で１０m以下と定められた地域でも敷地内に一定規模以上の空地があり、かつ敷地面積が一定規模

以上の建築物で特定行政庁が低層住宅に係る良好な住居の環境を害する恐れがないと認めた場合は、１２m以下とさ

れます（第２項）。
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表３ 北側斜線による建築物の各部の高さの制限

用 途 地 域
高 さ の 限 度（m）

（真北方向の水平距離とは、北側前面道路の反対側
境界線又は隣地境界線までの距離のこと）

第１種低層住居専用地域
第２種低層住居専用地域

〔真北方向の水平距離〕×１．２５＋５（m）

第１種中高層住居専用地域
第２種中高層住居専用地域

〔真北方向の水平距離〕×１．２５＋１０（m）

�A 第１種・第２種中高層住居専用地域
第１種・第２種住居地域又は準住居地域内 �B 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、

又は工業専用地域内



また、敷地の周囲に広い公園・広場等があり低層住宅に係る良好な住居の環境を害する恐れがないとして特定行

政庁が許可したもの、学校等その用途によってやむを得ないものとして特定行政庁が許可したものは、１０mあるい

は１２mの限度を超えて建築できます（第３項）。

（３）日影規制（法第５６条の２）〔H１４．７改正〕
都市計画区域内で、中高層の建築物の高さについては、地方公共団体の条例により、日影による制限（表４）が

適用されることがあります。

地方公共団体の条例で指定する区域内にある「制限を受ける建築物」については、冬至日の真太陽時による午前

８時から午後４時までの間（北海道の区域内は午前９時から午後３時まで）において、敷地境界線から水平距離５

mを超える範囲においては、定められた高さの水平線に日影を落とす時間が日影時間未満となるよう、建物の高

さが制限

表４ 日影による制限

� � 	 


地 域
制限を受ける
建 築 物

平均地
盤から
の高さ

敷地境界線からの水
平距離が５mを超え
１０m以内の範囲にお
ける日影時間

敷地境界線からの水
平距離が１０mを超え
る範囲における日影
時間

１種低層住専
２種低層住専

軒の高さが７mを
超える建築物又は
地階を除く階数が
３以上の建築物

１．５m

（１） ３時間 ２時間

（２） ４時間 ２．５時間

（３） ５時間 ３時間

１種中高層住専
２種中高層住専

高さが１０mを超え
る建築物

４m
又は
６．５m

（１） ３時間 ２時間

（２） ４時間 ２．５時間

（３） ５時間 ３時間

１ 種 住 居
２ 種 住 居
準 住 居
近 隣 商 業
準 工 業

高さが１０mを超え
る建築物

４m
又は
６．５m

（１） ４時間 ２．５時間

（２） ５時間 ３時間

用途地域の指定
の な い 区 域

イ．軒の高さが７
mを超える建築物
又は地階を除く階
数が３以上の建築
物

１．５m

（１） ３時間 ２時間

（２） ４時間 ２．５時間

（３） ５時間 ３時間

ロ．高さが１０mを
超える建築物

４m

（１） ３時間 ２時間

（２） ４時間 ２．５時間

（３） ５時間 ３時間

されます。

（注１）表において、平均地盤面からの高さとは、当該建築物が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおけ

る水平面からの高さをいいます。

（注２）日影規制の対象区域及び制限の内容（日影時間のうちどの規制によるか）は各地方公共団体の条例に

よります。

（注３）冬至日の真太陽時とは、冬至日の真太陽の時角に基づいた時刻のことで、標準時とは異なります。

（注４）取引物件によっては、条例で更に制限が加えられる場合がありますので、詳細は都道府県、あるいは

該当の市区町村に照会をして下さい。

（注５）北海道の区域内では
欄左段について１時間、右段について０．５時間それぞれ減じます。
（注６）高層住居誘導地区及び都市再生特別地区については、日影規制は適用されません。但し、高層住居誘

導地区内であっても、日影規制の対象区域内（高層住居誘導地区を除く。）に日影を生じさせる場合に

は日影規制が適用されます（建築基準法第５７条の５・第４項）。

（注７）日影規制対象区域外にある高さ１０mを超える建物が対象区域内に日影を生じさせる場合は、日影規制

が適用されます。
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